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「沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する
減災対策協議会」について
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1. 「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」策定までの流れ

2. 令和８年度（第２期）までのフォローアップの手法について

3. 協議会の開催について

4. 令和６年度の取組状況について

1）優先的に推進すべき取組
2）要配慮者利用施設等の避難確保計画の策定の取組
3）ハザードマップ作成の取組

5. 今後のスケジュールについて



１． 「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」策定までの流れ
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１．「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」策定までの流れ
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(1)沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会の設立
水防法第１５条１０項に基づき、沖縄県管理河川流域において、河川管理者、市町
村などの関係機関が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード対策とソ
フト対策を一体的、計画的に推進することにより、大規模氾濫が発生することを前
提として社会全体で常に洪水に備える『水防災意識社会』を再構築することを目的
に、「沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会」を設立し、“減災に
関する取組方針”を作成した。

（国土交通省資料抜粋）
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沖縄県管理河川の減災に係る取組方針

 減災のための目標
大規模水害に対し、『迅速で確実な避難』と

『災害に強く、防災意識の高い地域づくり』を目指す。

 目標達成に向けた３本柱
(3)大規模水害に対し、

災害に強い地域づく
りに寄与する着実な
ハード整備と水防活
動に関する取組

(2) 急激な水位上昇に対
する迅速な避難行動
のための正確で分か
りやすい情報提供に
関する取組

(1) 住民が自ら避難行動
を起すための水防災
意識醸成のための取
組

急激な河川水位上昇におけ
る水位等に係る情報提供
（6項目）

避難勧告等の発令（4項目）

住民への情報伝達の体制や
方法（４項目）

避難場所・避難経路・避難
誘導体制（6項目）

ア

イ

ウ

エ

水防活動の実施体制（５項目）ア

イ

水防災意識の醸成・防災知
識の向上（5項目）

ア

防災教育の取組（6項目）

浸水リスクの周知（2項目）

イ

ウ

 概ね５年で実施する取組

(3)

ウ 洪水を安全に流すための
ハード対策（5項目）

排水施設、排水資機材の操
作・運用（２項目）
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２. 令和8年度（第２期）までのフォローアップの手法について
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(1)フォローアップ

『令和6年度減災対策協議会』においては、

「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針（令和４年１月）」における“７．概

ね５年(令和４年度～令和８年度)で実施する取組”に関して、各関係機関の取

組状況を確認し、必要に応じて取組方針の見直しを行う。

 ２回の減災対策協議会 幹事会の実施

 年１回の減災対策協議会（令和7年2月21日書面開催予定）

 取組内容の実施状況の確認
 取組事例の紹介（情報共有）
 各関係機関の取組内容の修正・追加 等

２．令和8年度（第２期）までのフォローアップの手法について
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（2）取組内容の実施状況の確認

各関係機関の取組内容の実施状況が確認できる調査表を作成

 「概ね5年で実施する取組 項目一覧」

 「各機関の概ね5年で実施する取組の具体的な内容一覧」

 各機関の毎年の取組内容の実施状況を確認し、一覧表を更新

 各機関での取組内容の変更・追加を確認し、更新

各関係機関の取組内容の実施状況を協議会で報告し、情報共有を図る。

２．令和8年度（第２期）までのフォローアップの手法について
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３. 協議会の開催について
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1.「沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会 規約」の変更に関すること

・幹事会構成員の役職等変更（資料1-1参照）

• 石垣市 建設部長 ⇒ 総務部長

• 沖縄総合事務局 低潮線保全官 ⇒ 上下水道・低潮線保全官

３．協議会の開催について

※沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会 規約より一部抜粋
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３．協議会の開催について
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■ 進捗状況の評価方法

2.「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」に対する取組進捗状況に関すること

第2期における市町村及び各関係機関の取組進捗状況の確認（資料1-2参照）

進捗率（％）＝

取組実施件数(実施中および実施済み) ／ 取組機関数×100

R６年度の取組実施状況の評価は、市町村、県、国、気象台、国土地理院
の全取組機関数での実施状況を評価すると捉え、下記の算定式にて進捗
率を算出し、評価する。



３．協議会の開催について
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表-1 令和4年度からの取組進捗状況の推移

■ 取組進捗状況

・取組を実施する取組機関数（市町村）は、令和４年度までは、41市町村であった
が、令和５年度以降は、オブザーバー（8市町村）を除く３３市町村とした。

・令和６年度の進捗状況の結果としては、取組機関市町村（33）で64.0％、水位周
知河川関連市町（5）で73.0％、国・県等（7）は、85.0％という結果であった。

※進捗率が一部減少しているのは、今年度、これまでの実施状況（星取表の内容）について、
取組調査表に取組内容の記載がないが、取組済（●）となっていた箇所の精査を行ったため。



３．協議会の開催について
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目標達成のための３本柱における取組状況

・全体で約7割以上（市町村は71.2％、水位周知河川関連市町で83.3％、国・県
で82.7％）が、取組実施および着手ができている。

・“ウ．浸水リスクの周知” においては、全市町村で84.8％、水位周知河川関連
市町や国・県では100%取組が実施されている。

「（１）住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識醸成のための取組」



３．協議会の開催について
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「（２）急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確でわかりやすい情報提供
に関する取組」

・全体の約7割以上
が取組実施および
着手ができている
状況である。

・特に“イ.避難勧
告等の発令”に
おいては、 全市
町村で84.1％、
水位周知河川関
連市町では95％
の取組実施状況
となっている。



３．協議会の開催について
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「（３）大規模水害に対し、災害に強い地域づくりに寄与する着実なハード整備と水防活動に
関する取組」

 全市町村では45.8％、水位周知河川関連市町では51.1％、国・県では
93.3％実施されている。

 ”ア 水防活動の実施体制”は、比較的取組が進んでおり、全市町村では
51.5％、水位周知河川関連市町で60％の取組実施状況となっている。



「令和6年度 沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会」
に諮る審議事項は以下のとおり

・上記の審議は、軽微な内容であることから、２月の「協議会」は書面開催と
いたします。

３．協議会の開催について
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1.「沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会 規約」の変更に関すること
・幹事会構成員の役職等変更（資料1-1参照）

2.「沖縄県管理河川の減災に係る取組方針」に対する取組進捗状況に関すること
・第2期における市町村及び各関係機関の取組進捗状況の確認（資料1-2参照）

「令和6年度 沖縄県管理河川の大規模氾濫に関する減災対策協議会」の資料は、
開催案内とともに配布し、ご確認いただいた後に県HPに掲載いたします。



４．令和６年度の取組状況について
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1） 優先的に推進すべき取組



1）優先的に推進すべき取組

• 優先度をつけたメリハリある取組の推進を図ることが重要である
と考え、目標達成に向けた3本柱の取組において進捗状況を確認。

• 優先順位の考え方について、法的重要性とこれまでの進捗状況よ
り、以下のとおり分類を行った。

18

４．令和６年度の取組状況について

 「優先的に取り組む取組」優先度１～３
水防法において義務付けされる取組を最優先とし、早期達成を目指す。

 「実施率の向上を目指す取組」優先度４～６
実施率の低い項目において、実施率の向上を目指し、取組の中でも「水防災意識

社会」再構築ビジョンに関する取組における関連事項については、優先度を上げて
取組を推進する。

 「その他・法的位置づけなし」 優先度７～８
上記以外の取組。

 「継続維持・点検」
実施率の高い取組においては、取組が一過性とならないよう継続していく「維持」

と内容の「点検」を進めるものとし、必要に応じて取組の見直し等を行い、質的な
向上を目指す。 18



４．令和６年度の取組状況について
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実施率 ＝ ●実施済／取組機関数

維持・点検

0～49％ 50～74％ 75～99％ 100%

「水防意識社会」

再構築ビジョン

関連事項

優先度4 優先度5 優先度6 維持・点検

法的位置

づけなし
優先度7 優先度8 優先度9

維持・点検優先度3優先度2優先度1
法的義務

あり

実 施 率

高低

低

高

法的

重要性

法的背景

 「優先的に取り組む取組」優先度１～３
水防法において義務付けされる取組を最優先とし、早期達成を目指す。



４．令和６年度の取組状況について

（1）取組の優先度の分類・見える化（二級河川関連市町村）N＝33 

20

優先的に取り組む取組
取組調査表の集計結果から確認できた法的重要性が高く進捗が低い優先的に取り組む必要がある取組

・要配慮者利用施設
・ハザードマップ
→関連のある問いが
ほとんど



４．令和６年度の取組状況について

（2）取組の優先度の分類・見える化（水位周知河川）N＝5 
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優先的に取り組む取組
取組調査表の集計結果から確認できた法的重要性が高く進捗が低い優先的に取り組む必要がある取組



４．令和６年度の取組状況について

（3）取組の優先度の分類・見える化（その他：国・県）N＝7 
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優先的に取り組む取組
取組調査表の集計結果から確認できた法的重要性が高く進捗が低い優先的に取り組む必要がある取組



４．令和６年度の取組状況について

【水防法において義務づけされる取組】

　➢ 要配慮者利用施設における取組

　　・避難行動、避難計画の作成等

　➢ 浸水想定区域に対する取組

　　・ハザードマップの作成、周知等

〇優先的に取り組む取組【優先度1～3】

・優先的に取り組む取組として、

「要配慮者利用施設における取組」「浸水想定区域に対する取組」の２つが

あげられる。

・特に、洪水浸水想定区域内にある要配慮者利用施設の市町村防災計画への

記載（指定）及び避難確保計画の作成等は義務付けられているので、

早急な対応が求められる。

23



４．令和６年度の取組状況について
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2）要配慮者利用施設等の避難確保計画の策定の取組



2）要配慮者利用施設等の避難確保計画の策定の取組

４．令和６年度の取組状況について
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 平成２９年の水防法改正により、洪水浸水想定区域内にある要配慮者利用施設の市
町村防災計画への記載（指定）及び避難確保計画の作成等が義務付けられている。

 国の方針では、令和３年度末の完了となっているが、令和４年３月時点で作成率
82.8％である。概ね作成は進んでいたが、令和4年度以降あまり対応が進まず、令
和６年３月時点で作成率87.9％となっている。

要配慮者利用施設
とは、社会福祉施
設、学校、医療施
設その他の主とし
て防災上の配慮を
要する者が利用す
る施設のこと。

（国土交通省資料抜粋）

【水防法に基づく要配慮者利用施設の避難確保計画の作成状況（洪水）】



４．令和６年度の取組状況について
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【市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数及び計画作成状況等】
令和６年３月３１日時点

・令和6年3月末時点の沖縄県
における対象施設は39施設。
そのうち計画策定済みの施設
は、2施設で約5％程度。

・令和4年9月30日時点から作
成数に変更なし。

・早急な対応が必要である。

（国土交通省資料抜粋）

令和6年3月31日時点
（国土交通省HP）

・令和6年3月31日時点、
対象施設は全国で、
123,135施設。

・そのうち作成済みは
108,215施設、約88％が
作成済み。

・全国的に作成は進んでいる。



４．令和６年度の取組状況について
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3 ）ハザードマップ作成の取組



3）ハザードマップ作成の取組

４．令和６年度の取組状況について

水防法に基づき、各市町村においては水防に関するハザードマップの作成・更新し、
防災マップへの追記し、周知を図ることが必要となっている。

◎高潮浸水想定区域図

作成主体：沖縄県海岸防災課

◎洪水浸水想定区域図（２級河川）

作成主体：沖縄県河川課

◎雨水出水浸水想定区域図

作成主体：市町村

【対象となる浸水想定区域区域図】

反映

水害ハザードマップ
作成主体：市町村

28

想定しうる最大規模の降雨・高潮に対応した浸水想定の区域図を作成し、市町村は
これに応じた避難方法等を住民に適切に周知するためのハザードマップを作成する
必要がある。



・比謝川 ・天願川 ・小波津川
・安謝川 ・国場川 ・安里川水系安里川
・安里川水系久茂地川 ・安里川水系真嘉比川

○沖縄県管理河川７５河川

その内洪水浸水想定区域指定対象 ６１ 河川（防護施設がある河川が対象）

令和６年１２月現在の指定・公表済河川

洪水浸水想定区域指定・公表について

29

水位周知河川（６水系８河川）【令和６年１１月２５日一部更新】

【令和６年９月２７日指定及び公表】
・辺野喜川水系辺野喜川 ・安波川水系安波川 ・安波川水系普久川
・福地川水系福地川 ・新川川水系新川川 ・大保川水系大保川
・羽地大川水系羽地大川 ・漢那福地川水系漢那福地川 ・億首川水系億首川

【令和６年１１月２５日指定及び公表】
・屋部川水系屋部川 ・屋部川水系西屋部川
・天願川水系川崎川 ・比謝川水系与那原川 ・安里川水系潮渡川

水位周知河川以外の河川（12水系14河川）



沖縄県内二級河川の洪水浸水想定区域図作成予定一覧

関連市町村作成中の河川（指定・公表：令和６年度末予定）

・糸満市 ・八重瀬町
・北谷町 ・本部町
・名護市 ・久米島町
・与那国町

・報得川 ・白比川
・満名川 ・我部祖河川
・謝名堂川 ・田原川 計６河川

関連市町村令和６年度作成中の河川（指定・公表：令和７年度中旬予定）

・那覇市 ・豊見城市
・南風原町 ・八重瀬町
・浦添市 ・宜野湾市
・北中城村 ・座間味村
・渡嘉敷村 ・久米島町
・伊平屋村 ・石垣市

・国場川水系饒波川 ・国場川水系長堂川
・雄樋川 ・小湾川
・牧港川水系牧港川 ・牧港川水系宇地泊川
・普天間川 ・内川
・渡嘉敷川 ・儀間川
・中の川水系中の川 ・中の川水系スワイザ川
・中の川水系シチフ川 ・石垣新川川
・宮良川水系宮良川 ・宮良川水系底原川

・名蔵川水系名蔵川 ・名蔵川水系ブネラ川 計18河川

関連市町村令和７年度作成予定河川（指定・公表：令和８年度中旬予定）

・恩納村 ・名護市
・今帰仁村 ・大宜味村
・国頭村 ・東村
・うるま市

・名嘉真川 ・真謝川 ・轟川
・幸地川 ・大井川 ・真喜屋大川
・田嘉里川 ・与那川 ・比地川水系比地川
・比地川水系奥間川 ・奥川 ・有銘川

・源河川 ・汀間川 ・石川川 計15河川 30
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５．今後のスケジュールについて
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第2期のスケジュール

○基本的に年２回の幹事会を開催し、年度末に協議会を開催するものとする。

【第1回協議会】（予定）
・各関係機関の取組状況及び実施率の低い取組についてとりまとめ、情報共有を図る。
・「取組」の変更・追加を確認し、更新。
・取組の課題を抽出し、改善の検討を報告。

4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

幹事会

協議会

フォローアップ

　取組内容の実施状況
　確認、見直し

　取組事例の紹介（情報共有）

　次期に向けた取組方針の策定

令和8年度令和5年度

実
施
項
目

内
容

調整項目

令和4年度 令和6年度 令和7年度

第1回幹事会 第2回幹事会

第1回協議会

第1回幹事会第2回幹事会

第1回協議会

第1回幹事会 第2回幹事会

第1回協議会

第1回幹事会第2回幹事会

第1回協議会

第1回幹事会第2回幹事会

第1回協議会


